
各主要ステークホルダーとの関係強化を通じた企業価値向上の取り組み

社員

関係資本と企業価値・各資本とのつながり 関係強化に向けた取り組み 得られる価値（アウトカム）

新たな価値は世界中で働く社員の総智・総力で生
み出されるため、社員のエンゲージメントを高める
ことはデンソーの成長にとって不可欠です。
　働き方や人事制度の改革、職場環境づくりなど、
すべての社員がいきいきと能力を発揮できる風土づ
くりを推進します。

関係する資本
人的資本、製造資本、知的資本

デンソーへの期待・関心事

風通しの良い職場、柔軟な働き方、平等・適正な人
事評価制度、多様な人財の活躍、安全・健康で快適
な職場環境など

関係強化に向けた取り組み

社員エンゲージメント調査、社内報やイントラネット
を通じた情報発信、相談窓口（ホットライン、なんで
も相談室など）、労使懇談会、ファミリーデーの開催
など

• �社員エンゲージメント向上
• �定着率向上／離職率低下
• �発明カイゼン件数増加
• �労災／事故件数低下など

お客様—カーメーカ／クルマのユーザー／農業・FA領域の非自動車関係のお客様など

関係資本と企業価値・各資本とのつながり 関係強化に向けた取り組み 得られる価値（アウトカム）

製品・サービス採用などのビジネス機会の拡大に加
え、お客様との取引を通じた新たな技術・ノウハウ
の蓄積、社員の育成、最適な供給体制の構築など、
お客様との強固な関係性により、デンソーの競争力
の基盤を強化することができます。
　お客様との継続的な対話を通じて、デンソーへの
ニーズや期待への理解を深め、真にお客様から信頼
され満足していただける製品・サービスを創出し 
ます。

関係する資本
財務資本、人的資本、製造資本、知的資本

デンソーへの期待・関心事

高品質・高性能な製品・サービス、社会課題解決に
貢献する製品、製品の安定供給、お客様満足度の
高いサービス網など

関係強化に向けた取り組み

営業部門や販売会社を通じたお客様との対話、新
製品展示会、共同研究開発、共同出資による新会
社設立、お客様窓口など、企業Webサイトやメディ
アを通じた広報活動

• �世界での製品シェアの獲得
• �ご採用いただくお客様数増
• �最適なグローバル供給体制の 

構築
• �知的財産権・ノウハウの創出　 

など

デンソーの社会・関係資本の特徴
（2022年度実績） 

資本強化の取り組み概要
デンソーの事業活動は、多様なステークホルダーとの関わりの中で進められていま
す。とりわけ、先行き不透明な時代においては、デンソーだけで社会の変化やニー
ズに柔軟に応えるのは非常に困難です。一方で、ステークホルダーとの良好な関係
を築き、仲間を広げていくことは、新たなビジネス機会の創出や競争力の向上につ
ながり、事業成長を推し進め、企業価値を向上させると考えています。
　デンソーは、自社の論理や思い込みにとらわれて独善的な活動とならないように、
ステークホルダーとの対話を通じて、その期待やご意見への理解を深め、企業活動
に反映させます。そしてステークホルダー・社会とともに成長していくことで、真に 
共感される企業を目指します。

社会・関係資本

ビジネスパートナー—サプライヤー／サービス店／M&Aの事業提携先など

関係資本と企業価値・各資本とのつながり 関係強化に向けた取り組み 得られる価値（アウトカム）

製品・サービスの競争力はビジネスパートナーの高
い技術力やノウハウ、安定供給に支えられています。
またカーボンニュートラルや人権デューディリジェン
スなどの推進においても、ビジネスパートナーの理
解や協力が必要です。
　パートナーシップ強化を図り、社会から共感され
選ばれる製品・サービスの提供や支持される企業行
動の実践により、ともに成長していきます。

関係する資本
財務資本、製造資本、知的資本

デンソーへの期待・関心事

ビジネス拡大、業務提携、異業種交流、事業動向情
報（調達方針、サービス方針など）、サステナビリティ
要請（環境・人権など）への対応支援、業界課題解
決のリードなど

関係強化に向けた取り組み

日常のコミュニケーション、取引先様感謝の会、サス
テナビリティ自己診断、業界団体への参画、SS* 
総会、サービス技術コンクール、企業Webサイトや
メディアを通じた広報活動など
*デンソーサービスステーション

• �高品質・高性能な製品
• �環境貢献製品、交通事故低減製品
• �安定したサプライチェーン構築
• �お客様満足度の高いアフターサー

ビス網構築
• �責任ある調達の実現
• �Scope3のCO2排出量低減など

地域社会—地域住民／�行政／�NPO・NGO／�次世代など

関係資本と企業価値・各資本とのつながり 関係強化に向けた取り組み 得られる価値（アウトカム）

事業の継続には、事業展開する地域において良き企
業市民として受け入れられ、共存共栄することが不
可欠です。また、社員が地域課題に向き合うことで、
ビジネスに必要な社会課題解決の視点を獲得する
機会にもつながります。
　地域社会との対話を通じて、ニーズを理解し、とも
に課題解決に挑むことで、地域の発展に貢献してい
きます。

関係する資本
人的資本、自然資本

デンソーへの期待・関心事

現地雇用・現地調達、地域団体活動、地域振興 
（スポーツ、文化）、次世代教育支援、交通安全活
動、地域環境保全など

関係強化に向けた取り組み

地域住民・行政との懇談会、工場見学、モノづくりス
クール、地元NPOと協働した社会貢献プログラム、
地域自治体との地方創生協定、企業Webサイトや
メディアを通じた広報活動など

• �新事業製品創出
• �優秀人財獲得
• �会社認知度向上
• �社員エンゲージメント向上
• �地方創生ビジネス参画機会獲得 

など

株主・投資家

関係資本と企業価値・各資本とのつながり 関係強化に向けた取り組み 得られる価値（アウトカム）

持続的に成長し、企業価値を高めるには、設備増強
や研究開発、人財育成などへ投資するための財務
資本が必要です。株主・投資家は、健全な経営を推
進するための助言をいただける大切な支援者であ
り、信頼関係を構築することが重要と考えています。
　適時・適切な情報開示と対話を通じて経営の透明
性を高めることで、企業価値の向上を目指します。

関係する資本
財務資本

デンソーへの期待・関心事

適正な株価、配当などの株主還元施策、適時・適切
な情報開示と対話機会、非財務情報の開示など

関係強化に向けた取り組み

株主総会、ダイアログデー、決算説明会、技術説明
会、個人投資家向け説明会、統合報告書、有価証
券報告書、企業Webサイトやメディアを通じた広
報・IR活動など

• �適正株価の形成
• �長期安定的な配当水準の向上
• �株式保有年数の長期化（株価変動

リスク低減）
• �投資評価（レーティング・格付け） 

向上
• �経営の質向上

サプライヤー社数

約7,360社

機関投資家との対話延べ社数

約1,500社／年
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サプライチェーンマネジメント
デンソーは、35の国・地域で事業展開するグローバル企業とし
て部品や原材料、設備の最適調達を目指し、約7,360社のサプ
ライヤーから年間2.7兆円規模の調達（現地調達率約80%）を
行っています。
　オープンで公正な事業慣行と責任ある調達活動を基本方針
として、グループ全体、そしてサプライチェーン全体で社会的責
任を果たし、相互発展をし続けるために、世界中のサプライヤー
の皆様とともにサステナブルな事業活動を推進しています。

「サプライヤーサステナビリティガイドライン」に基づく 
サステナブルな事業活動の推進
デンソーではすべてのサプライヤーに「デンソーグループサス
テナビリティ方針」の趣旨へ同意していただくとともに、「コンプ
ライアンスや人権擁護、環境保全、職場安全」などの社会的責
任の順守を盛り込んだ「取引基本契約書」の新規取引時の締
結、およびサステナビリティ担当者の配置や方針の明確化など
を依頼しています。
　さらに、期待される行動をより具体化した「サプライヤーサス
テナビリティガイドライン」を定め、すべてのサプライヤーと共有
し、その内容に基づいた活動を推進するように求めています。
主要なサプライヤーに対しては、定期的に「自己診断シート」に
よるセルフチェックを依頼しています。必要に応じてデンソー担
当者が訪問し、点検やダイアログなどを実施して、改善を求め
ています。
　なお、2022年度の自己診断実施結果は以下の通りです。

責任ある資源・原材料調達への取り組み
ビジネスのグローバル化に伴い、サプライチェーンのグローバ
ル化、多様化が進展しています。しかし、世界には労働者の権
利が配慮されていない状況が存在しています。特に鉱物資源の
採掘現場では、危険を伴う作業も多く、また児童労働・強制労
働などの人権課題、武装勢力への資金流出も報告されており、
責任ある資源・原材料の調達はサプライチェーン上の重要テー
マの一つです。

　中でも、コンゴやその周辺諸国における紛争鉱物の問題につ
いては、紛争鉱物対応方針を策定しサプライヤーと共有すると
ともに、年1回、サプライヤーの協力のもと、紛争鉱物調査を実
施しています。2022年度は調査対象となるすべてのサプライ
ヤー（約5,000社）より調査票を提出していただきました。その
中で紛争鉱物として問題となる重大な事案は確認していません。
電動化など市場の変化に伴い、リスク対象となる鉱物を定期的
に見直し、デンソーとしての対応方法も検討していきます。
　今後も、サプライヤーの皆様と協力し、懸念のある鉱物の使
用回避のためサプライチェーン全体で取り組んでいきます。

グリーン調達／サプライチェーンのカーボンニュートラル推進
環境分野では、デンソーグループ環境経営方針である「エコビ
ジョン2025」に基づき、環境負荷物質の管理・削減や環境マネ
ジメントシステムの構築などを定めた「グリーン調達ガイドラ
イン」を策定し、サプライヤーにガイドラインに基づいたグリーン
調達と管理の徹底をお願いしています。
　特に気候変動については、デンソーだけでなくサプライヤー
も含めたサプライチェーン全体で活動を推進していく必要があ
ります。デンソーでは購入した製品・サービスにおけるCO2排
出量を年間2.5%削減する目標をサプライヤーと共有し、活動の
推進にともに取り組んでいます。
　削減目標の達成に向けては、サプライヤーのCO2排出量や課
題を把握し、サプライヤーに合った支援策を提供しています。具
体的にはデンソーの省エネノウハウの展開や、物流のCO2排出
量削減、低CO2材料への切り替え、再生可能エネルギーの調達
手段の共有など、複数の切り口で活動を支援し、サプライ
チェーン全体でカーボンニュートラルを目指しています。
　また、「カーボンニュートラル説明会」などの意思疎通の場を
適宜設け、サプライヤーの意向や状況に寄り添った活動を推進
しています。

当社の「サプライチェーンでのサステナビリティ推進」の 
詳細については、こちらをご覧ください。
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/soci-
ety/supply-chain/

当社の「調達方針」の詳細については、こちらをご覧ください。
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/soci-
ety/procurement-policy/

人権への取り組み
世界的なサステナビリティへの関心の高まりを背景に、企業に
対して人権に配慮した事業活動が強く期待されています。
　ハラスメントや差別がない職場では、品質問題・労働災害発
生リスクが低下します。また人権に配慮した事業活動の推進は、
ビジネス機会の拡大や製品の安定供給、社員エンゲージメント
向上につながります。
　デンソーは「人権尊重」を重要なテーマと捉え、サステナビリ
ティ経営の重要課題（マテリアリティ）の一つに設定し、取り組
みを推進しています。

人権方針
デンソーでは、従来「デンソーグループサステナビリティ方針」
や「社員行動指針」の中で、人権を侵害する労働またはそれに
準ずる行為の禁止を明文化し、徹底を図ってきました。
　人権に関する取り組みをより一層推進すべく、「世界人権宣
言」や「ビジネスと人権に関する指導原則」などの各種国際規
範にしたがって、人権に関する個別方針「デンソーグループ人
権方針」を策定しました。

推進体制
「人事最高責任者（CHRO・取締役）」を統括責任者に、人事部
を主管部署として、経営戦略部門、調達部門、法務・コンプライ
アンス部門など関連部門からなる人権推進チームを設置し、活
動計画の策定、各部門での取り組みの共有、人権に対する最新
の社会動向の共有・対応議論などを行い、その内容を適宜、経
営審議会などで報告しています。
　また、人権に関する国際情勢や法制化動向などを正しく理解
し適切に判断するために、人権を専門とした第三者機関や社外
ステークホルダーと情報交換・議論を行っています。

社員への啓発・浸透
デンソーでは、人権方針に基づく行動の実践に向け、グループ
各社で社員に対する浸透活動を推進しています。
　（株）デンソーでは、階層別教育（役員、新任役職者、新入社
員・キャリア採用者・期間社員登用者など）や国内グループ会
社を含む全社員を対象とした「コンプライアンステスト」などを
通じて人権に対する意識・理解を促す啓発活動を行っています。
　また、海外グループ会社においても、各地域の重要テーマを
踏まえた啓発活動を行っています。例えば北米では、各拠点でハ
ラスメント禁止を社内ポリシー化し、経営層から新入社員に至る
まで、相互尊重やセクハラ予防に関する教育を行っています。

人権デューディリジェンス
デンソーは、人権方針に基づき、
事業活動に伴い発生する人権リ
スクを特定・評価し、さらにその
防止や影響を軽減する措置を図
る人権デューディリジェンスに取
り組んでいます。

（1）リスクアセスメントの実施
人権を専門とした第三者機関の協力のもと、潜在的人権リスクを
特定・評価するためのリスクアセスメントを実施しました。その結
果、デンソーグループにとって関連性が高い潜在的人権リスクと
して、「日本国内の外国人労働者の権利」や「サプライチェーン上
の強制労働への加担」などの4つのテーマを特定しました。

（2）インパクトアセスメントの実施：日本における外国人労働者
リスクアセスメントにおいて特定した人権リスクのうち、「日本
国内の外国人労働者」、特に外国人技能実習生に対する人権
課題は、自動車関連のサプライチェーンにとって関連性が高く
重要な人権リスクです。
　デンソーでは、国内グループ会社・サプライヤーに書面調査を
行い、約2,500人の外国人技能実習生の存在を確認。潜在的な
人権リスクを洗い出すため、インパクトアセスメント（人権影響評
価）の一環として、人権を専門とした第三者機関の主導で、外国
人労働者に直接インタビューを行いました。その結果、当該第三
者機関より、要改善点はあるものの人権リスクにつながる大き
な課題はないとの報告がありました。また、調査対象会社では、
外国人技能実習生が人権に関する負の影響を受けることがない
ように様々な工夫・努力がなされていることも確認できました。
このインパクトアセスメントは、外国人技能実習生を採用する上
で参考とすべき好事例として他の国内グループ会社やサプライ
ヤーへの共有を進めます。

救済窓口の設置
国内グループ会社やサプライヤーも利用できる内部通報制度を
設置しています。人権への影響を引き起こした、または助長したと
特定された場合には、影響を受ける当事者の救済を実施します。
　今後も人権方針を着実に浸透させていくとともに、人権
デューディリジェンスや救済措置の強化など、人権に関する取り
組みのレベルを高めていきます。

当社の「人権方針」「人権尊重の取り組み」の詳細については、 
こちらをご覧ください。
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/society/
humanrights/

経済人コー円卓会議日本委員会による
インタビューの様子

結果 割合 内容・活動

懸念なし 95%
懸念あり 5% 主な懸念内容

自社のサプライヤー（デンソーのTier2）への方
針展開がなされていない。
活動
懸念内容についてレターにて改善を依頼する
とともに、主要サプライヤーとダイアログを実
施し、必要に応じて方針策定支援などを実施。
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https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/society/supply-chain/
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/society/procurement-policy/
https://www.denso.com/jp/ja/about-us/sustainability/society/humanrights/
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